
（◎のある項目は説明用資料（15ページ以降）を参照） 

 

⑤ 大都市財政の実態を踏まえた財源の確保等 

◎ 31 自治体システム標準化の円滑な推進                       【内閣官房，総務省】 

自治体システム標準化に係る早期の制度設計と自治体への確実な財政措置（48ページ） 

 

 

32 マイナンバーカードの普及促進に必要な仕組みの構築及び財政措置     【総務省】 

◎   マイナンバーカードの飛躍的な普及促進につながる仕組みの構築と自治体における

マイナンバーカード交付事務等に対する確実な財政措置（50 ページ） 

◎   デジタル手続法に基づき必要となるシステム対応に対する十分な財政措置 

（51 ページ） 

33 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止など，大都市財政の実態を踏まえ

た財源の確保等                                 【内閣府，総務省，観光庁】 

◎   地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止（16 ページ） 

◎   公共施設等適正管理推進事業債の対象事業の拡大及び恒久化（22 ページ） 

   ふるさと納税制度の制度本来の趣旨に基づいた運用の推進 

   事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

   大都市特有の財政需要を考慮した法人所得課税，消費・流通課税などの配分割合の

拡充強化 

   新たな大都市制度「特別自治市」の創設や，それまでの国及び道府県からの事務権

限の移譲と自主財源の保障 
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